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令令和和６６年年度度  事事業業報報告告  

  

 令和６年度の事業が終了しましたので、その概要を報告いたします。 

 現在の日本では出生率の低下により少子化が進行し、人口は減少局面を迎え

ております。他方平均寿命の延伸に伴い高齢人口は増加しており、超高齢社会

を迎えております。このような少子高齢化、人口減少は今後もますます進行し

ていくことが予測されており、人口構造の変化や情報通信技術の急速な発展等

に伴い、社会経済情勢や消費者の消費生活なども変化していくと言われており

ます。 

こうした社会情勢の中、当センターにおいては、総体的には事業運営に支障

をきたすことはありませんでした。 

 しかし、今般のシルバー人材センター事業を取り巻く環境は、人口減少や定

年延長制度の導入等により会員の確保が困難となることを起因とする働き手不

足が懸念されるなど、事業運営は厳しい状況が続くものと思われます。 

 令和６年度の主な事業実績は以下のとおりです。 

はじめに事業収入は、派遣事業を含め８２，９０６千円で、前年度と比較し

て３，８２８千円、４．４１％の減少となりました。 

次に就業機会の提供では、派遣事業を含め年間を通じて１３２名の会員が述

べ９，６８６人就業し、就業率は９２．３％で、前年度と比較して３．１％の

増加となりました。 

 終わりに、独自事業の推進では、町内の耕作放棄地等を利用して「こんにゃ

く玉や野菜等」の栽培・販売を行い、町内における農業の振興を図るととも

に、会員の技能を生かした「わらじづくり」にも積極的に取り組みました。 

 会員皆様のご尽力と町をはじめ関係機関のご指導、ご支援により事業運営が

できましたことに感謝申し上げ、今後ともご支援をお願いするものです。 
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１．主な事業内容   

（１）広報活動 

①  会報「シルバーおくたま」を８月、１２月ともに２,６００部を発行

し、全家庭及び関係団体に配布して会員募集と仕事の発注依頼について

のＰＲ等、事業の普及に努めた。 

 

②  第３９回奥多摩ふれあいまつりに出店し、農作物、木工品及び手芸品

などの販売を行うとともに、センターの様々な仕事を写真展示により紹

介し、会員確保と事業実績向上及び普及啓発に努めた。 

 

（２）就業機会の開拓と提供 

前述の広報活動により、事業の普及や会員確保に努めたほか、官公庁、企

業団体等にも役職員が中心になって就業機会の提供を要請した。 

 
（職群別就業実績） 

職 群 別 件数 延人数（人） 配分金収入（千円） 作 業 内 容 

技 術 群 13 118 947 
木工教室、大学演習林での指導

など 
技 能 群 172   527 3,314 植木、大工など 
事務整理群 3 48 255 セラピーウォーク受付など 
管 理 群 182  4,641 36,630 施設・駐車場管理など 
折衝外交群 12 22 160 町広報誌の配布 
屋内外作業群 331 2,430 18,719 学校作業、農作業、除草など 
サービス群 40 949 5,173 児童等福祉サービスなど 
独 自 事 業 6 128 326 わらじ、農作物の販売 
派 遣 事 業   12 823 7,273 町内小中学校用務員 

計 771 9,686 72,797  

このほかに、材料費収入１，５３８千円（対前年度比２４．３％の減）、事務

費収入８，５７０千円（対前年度比４．６％の減）となっている。 
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（３）独自事業の推進 

町内の耕作放棄地等を利用してこんにゃく玉や野菜等の栽培を行い、町内

における農業の振興を図り、収穫した農産物は、奥多摩ふれあいまつりで販

売し、センター事業活動の周知と実績の向上に役立てた。 

また、会員の技能を生かした手作りの「獅子舞用のわらじ」は、従来どお

り各地で祭礼等が行われ、町内外の購入団体より好評をいただき、増加の実

績となった。 

＜独自事業の販売額＞   こんにゃく玉等農産物   ２４６，８５０円 

             わらじ          １５８，６５０円 

                  計       ４０５，５００円 

（４）安全就業の推進 

○ 安全管理委員会が中心となり、就業先の作業現場の巡回を年間で４回実

施し、会員の安全意識の徹底を図った。 

○ 熱中症対策として、８月の現場就業は縮減した。 

○ 事業主に対しては、７月の安全就業強化月間の呼びかけや会報「シルバ

ーおくたま」８月号及び１２月号で、安全就業を周知した。 

  ■安全・適正就業パトロール及び会議  

実 施 内 容 
実 施 日 

（会   場） 
参 加 者 

安全就業パトロール 

（安全管理委員会第１回会議） 

６. ５.２７ 

（就業現場１箇所） 

安全管理委員長他７名 

職員 １名 

安全就業パトロール 
６. ６.２５ 

（就業現場２箇所） 

安全管理委員２名 

職員 １名 

安全就業強化月間パトロール 

（安全管理委員会第２回会議） 

６. ７.３１ 

（就業現場１箇所） 

安全管理委員３名 

職員 １名 

安全就業パトロール 
６. ８.２７ 

（就業現場１箇所） 

安全管理委員２名 

職員 １名 
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安全管理委員会第３回会議 ７. １. ９ 
安全管理委員長他８名 

職員 １名 

 

（５）研修及び講習会の開催 

会員の資質の向上や技能を高めるため、（公財）東京しごと財団及び第６ブ

ロックが開催した研修・講習会に参加し、知識の習得と技能の研鑽に努めた。 

■財団研修  

研 修 内 容 
実 施 日 
（会   場） 

参 加 者 

シルバー人材センター安全大会 
６. ９.２７ 

（東京しごとセンター 
地下２階講堂） 

委員長他１名 
職員 １名 

職員研修（公益法人会計の基礎） 
６．１０.２１ 

（東京しごとセンター 
多摩５階セミナー室） 

職員 １名 

職員研修（総会運営） 
７. １.２８ 

（東京しごとセンター 
地下２階講堂） 

職員 １名 

安全就業研修（刈払機使用による 
飛び石事故防止） 

７. ２.２７ 

（三多摩労働会館） 
役員 １名 

■ブロック研修・講習会  

 研 修 内 容 
実 施 日 
（会   場） 

参 加 者 

第６ブロック安全就業研修会 
６. ９. ３ 

（福生市民会館） 
委員長他３名 
職員 １名 

第６ブロック安全講習会 
６.１０. ３ 

（東京しごとセンター

多摩７階講堂） 

委員長他２名 
職員 １名 

第６ブロック三役会議 
７. ２. ４ 

（東京しごとセンター

多摩７階講堂） 

会長・副会長 
事務局長 
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■自主研修・講習会  

  子ども家庭支援センター、町内小中学校３校で就業する会員を対象に、母子

保健事業＆子ども家庭支援センター共同企画の「子供の応急対応」講習会、  

その他研修会等に参加した。 

 研 修 内 容 
実 施 日 
（会   場） 

参 加 者 

子どもの応急対応～こんなときど 
うする（体験する会） 

６. ９.１３ 

（文化会館多目的ホー

ル） 
会員（就業者）６名 

令和６年度公正採用選考人権啓発 
推進員研修会 

６.１２.１１ 

（羽村市生涯学習セン

ターゆとろぎ） 

事務局長 

 

（６）事業体制の充実 

自主・自立を基本とした事業運営を進めるため、理事・専門委員会を開催

し、役員・会員相互の連携を図り、事業運営に当たった。 

■理事会  

回 数 
開 催 日 

（会   場） 
主 な 議 案 等 

第１回 
６. ４.１９ 

（奥多摩町シルバー 
人材センター） 

（１）入会員の承認及び退会員の報告について 

（２）令和６年度定時総会招集の手続きについて 

（３）令和６年度被表彰者の決定について 

第２回 

６. ５.１７ 

（奥多摩町シルバー 

人材センター） 

（１）令和４年度決算書の修正及び追加の承認について 

（２）受取事務費の配賦の承認について 

（３）令和５年度事業報告について 

（４）令和５年度決算の承認について 

（５）理事の補充選任について 

［協議事項］ 

（１）定時総会の招集通知等について 

（２）令和６年度定時総会の開催及び役割分担について 

第３回 
６. ６.２１ 

（奥多摩町福祉会館） 

（１）入会員の承認について 

［協議事項］ 

（１）令和６年度定時総会について 
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第４回 

６. ７.１９ 

（奥多摩町シルバー 

人材センター） 

［その他］ 

（１）情報交換等 

  （広報誌の発行、会員親睦そば打ち体験、会員親睦 

日帰り旅行など） 

第５回 

６. ８.２３ 

（奥多摩町シルバー 

人材センター） 

（１）入会員の承認について 

第６回 

６. ９.２０ 

（奥多摩町シルバー 

人材センター） 

［協議事項］ 

（１）第３９回奥多摩ふれあいまつりについて 

（２）刺身こんにゃくづくりについて 

（３）事業委員会開催予定 

 

第７回 

 

６.１０.１８ 

（奥多摩町シルバー 

人材センター） 

（１）入会員の承認及び退会員の報告について 

（２）就業規約の一部改正について 

（３）フリーランス法施行にかかわる就業条件明示書の 

発行について 

［協議事項］ 

（１）賛助会員について 

（２）第３９回奥多摩ふれあいまつりについて 

（３）会員親睦日帰り旅行の中止について 

第８回 

６.１１.２９ 

（奥多摩町シルバー 

人材センター） 

（１）職員の期末手当に関する基準の一部改正について 

（２）職員の勤勉手当に関する基準の一部改正について 

［協議事項］ 

（１）シルバー人材センター総合保険（団体傷害保険・ 

賠償責任保険）の更新について 

（２）役員新年会の開催について 

第９回 

６.１２.２０ 

（奥多摩町シルバー 

人材センター） 

（１）入会員の承認及び退会員の報告について 

（２）役員賠償責任保険について 

［協議事項］ 

（１）令和７年度理事会開催日程（案）について 

第 10回 
７. １.１７ 

（観光荘・会議室） 

［その他］ 

（１）情報交換等 

第 11回 

７. ２.２１ 

（奥多摩町シルバー 

人材センター） 

（１）入会員の承認について 

（２）特定資産の取得について 

（３）職員給与規程の一部改正について 

 

第 12 回 

 

 

 

  

７. ３.２１ 

（奥多摩町シルバー 

人材センター） 

 

（１）令和７年度事業計画（案）について 

（２）令和７年度収支予算（案）について 

（３）令和６年度補正予算（第１号）について 

（４）入会員の承認及び退会員の報告について 

（５）建物財産の使用について 
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同上 

 

 

 

同上 

 

 

（６）職員給与規程の一部改正について 

（７）理事会運営規則の一部改正について 

（８）育児・介護休業等に関する規程の一部改正について 

（９）職員就業規則の一部改正について 

（10）準職員就業規則の一部改正について 

（11）育児・介護休業等に関する労使協定の一部改正につ 

いて 

（12）テレワーク在宅勤務規程について 

 

■臨時理事会  

回 数 
開 催 日 
（会   場） 

主 な 議 案 等 

第１回 
６. ６.２１ 

（奥多摩町福祉会館） 

（１）常務理事の選任について 
（２）各委員会委員の補充選任について 
［協議事項］ 
（１）安全就業強化月間の取組について 

 

■専門委員会  

委 員 会 名 

開 催 日 

（会場：奥多摩町       

シルバー人材セン

ター） 

主 な 内 容 

総 務 委 員 会 ６. ９. ２ 

（１）会員親睦そば打ち体験について 

（２）会員親睦日帰り旅行について 

（３）第３９回奥多摩ふれあいまつりについて 

事 業 委 員 会 
６.１０.２３・ 

２５・２６ 

（１）第３９回奥多摩ふれあいまつりに伴う 

   シルバー農園作業及び開催当日作業など 

 

 

安 全 管 理 委 員 会 

 

 

６. ５.２７ 

 

（１）安全管理活動実施計画・事故防止対策に 

ついて 

（２）安全研修会・グッズについて 

（３）安全就業現場巡回について 

  （小丹波地内草刈り作業） 
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同 上 

 
６. ７.３１ 

（１）令和６年７月現在の当センターにおける 

事故状況他について 

（２）第６ブロック安全就業研修について 

（３）標語優秀賞入賞について 

（４）安全就業現場巡回について 

  （小丹波地内除草作業） 

７. １. ９ （１）令和７年度安全就業標語選考について 

広 報 委 員 会 

６. ７.１９ 

（１）会報「シルバーおくたま」第１０４号の 

発行について 

（２）情報交換等 

６. ８. １ 
（１）会報「シルバーおくたま」第１０４号の 

発行について（書面開催） 

６.１１.２２ 

（１）会報「シルバーおくたま」第１０５号の 

発行について 

（２）情報交換等 
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２．活動状況 

■定時総会  

年 度 
開 催 日 
（会   場） 

主 な 議 案 等 

６ 
６. ６.２１ 

（奥多摩町福祉会館） 

（１）令和４年度決算書の修正及び追加の承認について 
（２）令和５年度決算の承認について 
（３）理事の補充選任について 
（４）令和５年度事業報告について 

 

■監査  

名 称 
実 施 日 

（会   場） 
内     容 

業務・会計 

監査 

６. ５.１６ 

（奥多摩町シルバー 

人材センター） 

令和５年度事業内容について 

令和５年度決算状況について 

 

■会長会議  

回  数 
開 催 日 

（会   場） 
内  容  等 

第１回 

６. ７. ８ 

（東京しごとセンタ 

ー地下２階講堂） 

 

講演、令和５年度事業実績報告及び令和６年度事業 

計画並びに予算説明他（会長・副会長） 

 

第２回 
７. ３. ５ 

（書面開催） 

 
令和７年度シルバー人材センター事業計画概要他 

（会長） 
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■社会奉仕活動  

実 施 日 

（会   場） 

事 業 名 

（内  容） 
参 加 者 

７. ２.１３ 

（奥多摩湖周辺） 
奥多摩湖周辺美化推進キャンペーン 

会長・副会長 

職員 １名 

 

■諸行事  

実 施 日 

（会   場） 

事 業 名 

（内  容） 
参 加 者 

６. ８. ３ 

（古里保育園） 
給食試食及び園児交流会 

会長・副会長 

職員 １名 

６.１０.２６ 

（登計原総合運動公園） 
第３９回奥多摩ふれあいまつり 

会長・副会長 

会員 ７名 

職員 ４名 

６.１０.２７ 

（登計原総合運動公園） 
第３９回奥多摩ふれあいまつり 

会長・副会長 

会員 ８名 

職員 ４名 
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平
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年
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女
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1
1
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1

7
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8
6

計
1

1
0

2
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3
3
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3

3
3

1
4
3

7
4
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8
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男
1

6
2

2
1

3
2

2
5

8
7

7
6
.3

8
9

女
0

1
0

7
3

6
1
7

7
4
.2

8
6

計
1

7
2

2
8

3
5

3
1

1
0
4

7
5
.9

8
9

令
和
７
年
３
月
３
１
日

現
在
の
登
録
会
員
数

令
和
６
年
度
中
の

就
業
・
実
会
員
数

令
和
６
年
度
男
女
・
年
齢
別
会
員
登
録
就
業
状
況
表

（
単
位
：
人
・
歳
）

６
０
歳
未
満

６
０
～
６
４
歳

６
５
～
６
９
歳

７
０
～
７
４
歳

７
５
～
７
９
歳

８
０
歳
以
上

計
年

齢

区
分

資料　1
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資料　2

- 15 -



就 業

人 員 上 段 配 分 金

中 段派遣合計

()は実 下 段 合 計

公 共 事 業 18 407 3,136,310 1,825 330,119 3,468,254

215 企 業 等 22 277 1,871,120 2,100 182,578 2,055,798

(107) 家庭その他 18 46 278,256 35,100 57,538 370,894 5,883,124
派 遣 1 70 597,438 0 93,160 690,598 690,598

計 59 800 5,883,124 39,025 663,395 6,585,544 6,585,544
公 共 事 業 19 412 3,256,582 2,300 344,913 3,603,795

232 企 業 等 24 286 1,947,571 46,630 204,478 2,198,679

(98) 家庭その他 27 76 519,246 68,370 100,732 688,348 12,168,801
派 遣 1 65 562,278 0 84,898 647,176 1,337,774

計 71 839 6,285,677 117,300 735,021 7,137,998 13,723,542
公 共 事 業 17 381 3,036,349 6,962 301,672 3,344,983

253 企 業 等 26 335 2,380,798 30,500 246,955 2,658,253

(101) 家庭その他 36 99 641,032 88,550 139,901 869,483 18,753,603
派 遣 1 61 526,623 81,922 608,545 1,946,319

計 80 876 6,584,802 126,012 770,450 7,481,264 21,204,806
公 共 事 業 20 447 3,494,936 47,690 367,853 3,910,479

295 企 業 等 28 332 2,299,300 51,350 291,234 2,641,884

(102) 家庭その他 40 124 757,920 78,544 149,316 985,780 25,888,308
派 遣 1 67 582,549 0 90,851 673,400 2,619,719

計 89 970 7,134,705 177,584 899,254 8,211,543 29,416,349
公 共 事 業 19 432 3,403,261 10,744 341,652 3,755,657

221 企 業 等 21 311 2,084,013 12,700 217,726 2,314,439

(98) 家庭その他 29 73 422,090 55,670 80,361 558,121 32,267,247
派 遣 1 54 469,575 0 70,202 539,777 3,159,496

計 70 870 6,378,939 79,114 709,941 7,167,994 36,584,343
公 共 事 業 18 409 3,265,531 24,420 330,169 3,620,120

248 企 業 等 24 340 2,382,026 33,344 247,839 2,663,209

(97) 家庭その他 30 106 722,298 138,000 156,454 1,016,752 39,167,479
派 遣 1 61 530,377 0 79,836 610,213 3,769,709

計 73 916 6,900,232 195,764 814,298 7,910,294 44,494,637
公 共 事 業 18 416 3,242,564 22,520 326,591 3,591,675

248 企 業 等 18 259 1,762,527 6,400 176,353 1,945,280

(101) 家庭その他 31 187 688,345 106,720 160,939 956,004 45,537,485
派 遣 1 76 676,570 0 95,626 772,196 4,541,905

計 68 938 6,370,006 135,640 759,509 7,265,155 51,759,792
公 共 事 業 21 461 3,829,866 40,091 381,263 4,251,220

245 企 業 等 22 262 1,909,081 67,250 221,861 2,198,192

(101) 家庭その他 24 71 500,469 177,910 113,105 791,484 52,439,611
派 遣 1 74 662,710 0 87,783 750,493 5,292,398

計 68 868 6,902,126 285,251 804,012 7,991,389 59,751,181
公 共 事 業 17 374 3,071,373 34,076 410,315 3,515,764

232 企 業 等 22 240 1,725,761 23,950 189,331 1,939,042

(92) 家庭その他 30 71 355,049 54,900 90,964 500,913 58,269,273
派 遣 1 75 677,479 0 87,272 764,751 6,057,149

計 70 760 5,829,662 112,926 777,882 6,720,470 66,471,651
公 共 事 業 18 339 2,781,293 2,420 274,582 3,058,295

155 企 業 等 12 130 957,772 3,493 93,374 1,054,639

(79) 家庭その他 4 19 109,495 16,200 35,113 160,808 62,753,446
派 遣 1 71 635,613 0 80,590 716,203 6,773,352

計 35 559 4,484,173 22,113 483,659 4,989,945 71,461,596
公 共 事 業 17 326 2,566,190 7,220 253,404 2,826,814

181 企 業 等 11 152 1,107,295 0 107,943 1,215,238

(83) 家庭その他 13 71 531,411 216,948 135,443 883,802 67,575,218
派 遣 1 68 616,876 0 77,666 694,542 7,467,894

計 42 617 4,821,772 224,168 574,456 5,620,396 77,081,992
公 共 事 業 17 396 3,119,776 1,920 314,263 3,435,959

192 企 業 等 13 139 950,858 800 99,775 1,051,433

(87) 家庭その他 15 57 416,185 20,800 72,321 509,306 72,796,986
派 遣 1 81 734,949 0 92,051 827,000 8,294,894

計 46 673 5,221,768 23,520 578,410 5,823,698 82,905,690
公 共 事 業 219 4,800 38,204,031 202,188 3,976,796 42,383,015
企 業 等 243 3,063 21,378,122 278,517 2,279,447 23,936,086
家庭その他 297 1,000 5,941,796 1,057,712 1,292,187 8,291,695
派 遣 12 823 7,273,037 0 1,021,857 8,294,894

(132) 計 771 9,686 72,796,986 1,538,417 8,570,287 82,905,690

契　　　　　　　約　　　　　　　金　　　　　　　額会　　員　　数
月
　
別

3 112 31 143

11 120 30

合　　　　　計

年
間
就
業

実
人
員

1 121 30 151

2 120 30 150

150

12 121 30 151

9 120 30 150

10 120 30 150

7 120 30 150

8 121 30 151

5 118 30 148

6 120 30 150

月　　　計 累計

4 118 30 148

令和６年度事業実績表

就 業 先
区 分

受託
件数

就 　業
延人数男 女 計 配分金 材料費 事務費

資料　3

- 16 -



第１号議案 
 

 令和６年度決算の承認について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の議案を次のとおり提出する。 

 

令和７年６月２０日 

 

 

 

公益社団法人 奥多摩町シルバー人材センター     

会 長    福 田  惣 一    

 

 

 

（理由） 

定款第４０条の規定に基づき承認を求める。 
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（単位：円）

科　　　　　　　　　　目 当年度 増　減

Ⅰ　資産の部

　１．流動資産

　　　現金預金 14,760,107 13,402,276 1,357,831

　　　未収金 7,688,714 7,792,372 △ 103,658

　　　貸倒引当金 △ 15,252 △ 20,991 5,739

7,673,462 7,771,381 △ 97,919

　　　仮払金 0 8,212 △ 8,212

　　　前払金 124,100 0 124,100

　　流動資産合計 22,557,669 1,384,012

　２．固定資産

　　(１)特定資産

　　　退職給付引当資産 782,774 2,229,572 △ 1,446,798

　　　減価償却引当資産 1,636,470 1,636,470 0

　　　財政運営資金積立資産 8,000,475 8,000,475 0

　　　退職給付引当積立資産 1,446,798 0 1,446,798

　　特定資産合計 11,866,517 11,866,517 0

　　(２)その他固定資産

　　　建　物 623,562 623,562 0

　　　減価償却累計額 △ 623,561 △ 623,561 0

1 1 0

　　　車両運搬具 814,460 814,460 0

　　　減価償却累計額 △ 814,459 △ 814,459 0

1 1 0

　　　什器備品 198,450 198,450 0

　　　減価償却累計額 △ 198,449 △ 198,449 0

1 1 0

　　　預託金 6,580 6,580 0

　　その他固定資産合計 6,583 0

　　固定資産合計 11,873,100 0

　　資産合計 34,430,769 1,375,800

Ⅱ　負債の部

　１．流動負債

　　　未払金 13,099,541 13,118,774 △ 19,233

　　　預り金 145,602 362,301 △ 216,699

　　流動負債合計 13,245,143 △ 235,932

　２．固定負債

　　　退職給付引当金 782,774 △ 1,446,798

　　固定負債合計 782,774 △ 1,446,798

　　負債合計 14,027,917 △ 1,682,730

Ⅲ　正味財産の部

　１．指定正味財産 1,446,798

　２．一般正味財産 18,956,054 1,611,732

　　　(うち特定資産への充当額)        (11,083,743)     　              (0)

　　正味財産合計 20,402,852 3,058,530

　　負債及び正味財産合計 34,430,769 1,375,800

      　(9,636,945)

2,229,572

17,344,322

17,344,322

33,054,969

15,710,647

33,054,969

13,481,075

2,229,572

21,181,869

6,583

11,873,100

貸貸  借借  対対  照照  表表

前年度

令和７年３月３１日現在
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(単位：円）

当　　年　　度 前　　年　　度 増　　　　　　　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

特定資産運用益 136 136 0
特定資産受取利息 136 136 0

受取会費 302,000 354,000 △ 52,000
正会員受取会費 302,000 300,000 2,000
賛助会員受取会費 0 54,000 △ 54,000

事業収益 74,610,796 79,453,833 △ 4,843,037
受取配分金 65,523,949 69,409,798 △ 3,885,849
受取材料費等 1,538,417 2,033,159 △ 494,742
受取事務費 7,548,430 8,010,876 △ 462,446

労働者派遣事業等受託収益 1,013,489 972,194 41,295
労働者派遣事業等受託収益 1,013,489 972,194 41,295

受取補助金等 22,896,201 23,794,000 △ 897,799
受取町補助金 20,594,000 20,594,000 0
受取連合交付金 1,882,000 3,000,000 △ 1,118,000
受取自動車安全装置支援事業助成金 0 200,000 △ 200,000
受取町補助金振替額 420,201 0 420,201

雑収益 31,953 9,926 22,027
受取利息 1,098 38 1,060
雑収益 30,855 9,888 20,967

経常収益計 98,854,575 104,584,089 △ 5,729,514
（２）経常費用

事業費 93,403,683 100,297,518 △ 6,893,835
支払配分金 65,523,949 69,409,798 △ 3,885,849
支払材料費等 1,554,014 2,279,252 △ 725,238
職員基本給 8,803,318 11,351,676 △ 2,548,358
職員特別手当 3,223,795 2,377,725 846,070
職員諸手当 791,409 1,297,030 △ 505,621
臨時雇賃金 880,784 1,312,741 △ 431,957
法定福利費 2,103,935 2,301,877 △ 197,942
福利厚生費 111,290 165,662 △ 54,372
退職給付費用 757,436 451,160 306,276
会議費 0 0 0
旅費交通費 601,203 705,380 △ 104,177
通信運搬費 345,138 329,598 15,540

正 味 財 産 増 減 計 算 書
令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

科                 目
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(単位：円）

当　　年　　度 前　　年　　度 増　　　　　減

消耗什器備品費 73,304 0 73,304
消耗品費 891,275 658,059 233,216
修繕費 70,103 311,039 △ 240,936
印刷製本費 382,517 407,474 △ 24,957
燃料費 510,453 536,135 △ 25,682
光熱水料費 694,870 638,334 56,536
賃借料 2,436,345 2,507,872 △ 71,527
保険料 556,297 575,279 △ 18,982
手数料 15,236 20,978 △ 5,742
租税公課 923,472 544,315 379,157
支払負担金　 54,141 38,062 16,079
諸謝金　 0 0 0
委託費 2,099,399 2,073,014 26,385
貸倒引当金繰入額 0 0 0
雑費 0 5,058 △ 5,058

管理費 3,839,160 3,577,399 261,761
職員基本給 581,882 750,324 △ 168,442
職員特別手当 213,087 157,163 55,924
職員諸手当 52,311 85,731 △ 33,420
臨時雇賃金 58,218 86,770 △ 28,552
法定福利費 139,066 152,150 △ 13,084
福利厚生費 7,356 10,950 △ 3,594
退職給付費用 50,065 29,821 20,244
会議費 206,547 208,211 △ 1,664
旅費交通費 103,607 121,560 △ 17,953
通信運搬費 67,706 64,658 3,048
消耗什器備品費 14,696 0 14,696
消耗品費 301,864 222,877 78,987
修繕費 5,115 22,694 △ 17,579
印刷製本費 109,783 116,946 △ 7,163
燃料費 20,163 21,178 △ 1,015
光熱水料費 174,805 160,582 14,223
賃借料 423,215 435,640 △ 12,425
保険料 28,663 29,641 △ 978
手数料 10,158 13,985 △ 3,827
租税公課 825,528 486,585 338,943
支払負担金　 139,914 98,360 41,554
委託費 305,411 301,573 3,838
雑費 0 0 0

経常費用計 97,242,843 103,874,917 △ 6,632,074

科                 目
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(単位：円）
当　　年　　度 前　　年　　度 増　　　　　減

評価損益等調整前当期経常増減額 1,611,732 709,172 902,560
基本財産評価損益等 0 0 0
特定資産評価損益等 0 0 0
投資有価証券評価損益等 0 0 0
評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 1,611,732 709,172 902,560
２．経常外増減の部

（１）経常外収益

過年度損益修正益 1,866,999 0 1,866,999
過年度損益修正益 1,866,999 0 1,866,999

経常外収益計 1,866,999 0 1,866,999
（２）経常外費用

固定資産除却損 0 0 0
車両運搬具除却損 0 0 0

1,866,999 0 1,866,999
1,866,999 0 1,866,999

経常外費用計 1,866,999 0 1,866,999
当期経常外増減額 0 0 0
他会計振替額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 1,611,732 709,172 902,560
一般正味財産期首残高 17,344,322 16,635,150 709,172
一般正味財産期末残高 18,956,054 17,344,322 1,611,732

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取補助金等 1,866,999 0 1,866,999
受取補助金等 1,866,999 0 1,866,999

一般正味財産への振替額 420,201 0 420,201
当期指定正味財産増減額 1,446,798 0 1,446,798
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 1,446,798 0 1,446,798

Ⅲ　正味財産期末残高 20,402,852 17,344,322 3,058,530

科                 目

過年度損失修正

過年度損失修正
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(単位：円）

公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合　　計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

特定資産運用益 68 68 0 136

特定資産受取利息 68 68 0 136

受取会費 151,000 151,000 0 302,000

正会員受取会費 151,000 151,000 0 302,000

賛助会員受取会費 0 0 0 0

事業収益 69,326,895 5,283,901 0 74,610,796

受取配分金 65,523,949 0 0 65,523,949

受取材料費等 1,538,417 0 0 1,538,417

受取事務費 2,264,529 5,283,901 0 7,548,430

労働者派遣等受託事業 1,013,489 0 0 1,013,489

労働者派遣等受託事業 1,013,489 0 0 1,013,489

受取補助金等 22,896,201 0 0 22,896,201

受取町補助金 20,594,000 0 0 20,594,000

受取連合交付金 1,882,000 0 0 1,882,000

受取町補助金振替額 420,201 0 0 420,201

雑収益 15,977 15,976 0 31,953

受取利息 549 549 0 1,098

雑収益 15,428 15,427 0 30,855

経常収益計 93,403,630 5,450,945 0 98,854,575

（２）経常費用

事業費 93,403,683 0 0 93,403,683

支払配分金 65,523,949 0 0 65,523,949

支払材料費等 1,554,014 0 0 1,554,014

職員基本給 8,803,318 0 0 8,803,318

職員特別手当 3,223,795 0 0 3,223,795

職員諸手当 791,409 0 0 791,409

臨時雇賃金 880,784 0 0 880,784

法定福利費 2,103,935 0 0 2,103,935

福利厚生費 111,290 0 0 111,290

退職給付費用 757,436 0 0 757,436

会議費 0 0 0 0

旅費交通費 601,203 0 0 601,203

通信運搬費 345,138 0 0 345,138

正味財産増減計算書内訳表
令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

科            目
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(単位：円）

公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合　　計

消耗什器備品費 73,304 0 0 73,304

消耗品費 891,275 0 0 891,275

修繕費 70,103 0 0 70,103

印刷製本費 382,517 0 0 382,517

燃料費 510,453 0 0 510,453

光熱水料費 694,870 0 0 694,870

賃借料 2,436,345 0 0 2,436,345

保険料 556,297 0 0 556,297

手数料 15,236 0 0 15,236

租税公課 923,472 0 0 923,472

支払負担金　 54,141 0 0 54,141

諸謝金 0 0 0 0

委託費 2,099,399 0 0 2,099,399

貸倒引当金繰入額 0 0 0 0

雑費 0 0 0 0
管理費 0 3,839,160 0 3,839,160

職員基本給 0 581,882 0 581,882
職員特別手当 0 213,087 0 213,087
職員諸手当 52,311 0 52,311
臨時雇賃金 0 58,218 0 58,218
法定福利費 0 139,066 0 139,066
福利厚生費 0 7,356 0 7,356
退職給付費用 0 50,065 0 50,065
会議費 0 206,547 0 206,547
旅費交通費 0 103,607 0 103,607
通信運搬費 0 67,706 0 67,706
消耗什器備品費 0 14,696 0 14,696
消耗品費 0 301,864 0 301,864
修繕費 0 5,115 0 5,115
印刷製本費 0 109,783 0 109,783

燃料費 0 20,163 0 20,163

光熱水料費 0 174,805 0 174,805

賃借料 0 423,215 0 423,215

保険料 0 28,663 0 28,663

手数料 0 10,158 0 10,158

租税公課 0 825,528 0 825,528

支払負担金　 0 139,914 0 139,914

委託費 0 305,411 0 305,411

雑費 0 0 0 0

経常費用計 93,403,683 3,839,160 0 97,242,843

科            目
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(単位：円）

公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合　　計

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 53 1,611,785 0 1,611,732

基本財産評価損益等 0 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0 0

投資有価証券評価損益等 0 0 0 0

評価損益等計 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 53 1,611,785 0 1,611,732

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益 0 0 0 0

過年度損益修正益 1,866,999 0 0 1,866,999

1,866,999

経常外収益計 1,866,999 0 0 1,866,999

（２）経常外費用

固定資産除却損 0 0

車両運搬具除却損 0 0 0 0

1,866,999 0 0 1,866,999

1,866,999

経常外費用 1,866,999 0 0 1,866,999

経常外費用計 1,866,999 0 0 1,866,999

当期経常外増減額 0

他会計振替額 0 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 53 1,611,785 0 1,611,732

一般正味財産期首残高 13,782,077 3,562,245 0 17,344,322

一般正味財産期末残高 13,782,024 5,174,030 0 18,956,054

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取補助金等 1,866,999 0 0 1,866,999

1,866,999 1,866,999

一般正味財産への振替額 420,201 0 0 420,201

当期指定正味財産増減額 1,446,798 0 0 1,446,798

指定正味財産期首残高 0 0 0 0

指定正味財産期末残高 1,446,798 0 0 1,446,798

Ⅲ　正味財産期末残高 15,228,822 5,174,030 0 20,402,852

科目

過年度損益修正益

過年度損失修正

過年度損益修正益

受取補助金等
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　　　有形固定資産
　　　　定額法による減価償却を実施している。

（２）引当金の計上基準
　　　貸倒引当金
　　　　未収金の貸倒損失に備えるため、期末債権残高に一定率を乗じて算出した金額を計上し

　    退職給付引当金
        職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において
　　　発生していると認められる額のうち、中小企業退職金共済掛金を控除した金額を計上して
　　　いる。なお、退職給付債務は退職金規程の期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

（３）消費税等の会計処理
　    　消費税の会計処理は、税込方式によっている。

22．．特特定定資資産産のの増増減減額額及及びびそそのの残残高高

　　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

33．．特特定定資資産産のの財財源源等等のの内内訳訳

　　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

退職給付引当資産 2,229,572

当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

11．．重重要要なな会会計計方方針針

（１）固定資産の減価償却の方法

1,636,470

1,446,798

782,774

(1,446,798)

　　　ている。

減価償却引当資産 1,636,470 0 0

11,866,517

科 目 前 期 末 残 高

0

当 期 増 加 額

1,446,798

科 目

1,446,798

退職給付引当資産

11,866,517

0 8,000,475

8,000,475 － (8,000,475) －

合 計

減価償却引当資産 1,636,470

退職給付引当積立資産 1,446,798 －

財政運営資金積立資産 8,000,475

－

財政運営資金積立資産

0

退職給付引当積立資産 0

782,774 － － (782,774)

（単位：円）

（単位：円）

合 計 11,866,517 －

(1,636,470) －

(11,083,743) (782,774)

1,446,798 0 1,446,798

当 期 末 残 高
（うち指定正味財産
か ら の 充 当 額 ）

（うち一般正味財産
か ら の 充 当 額 ）

（ う ち 負 債 に
対 応 す る 額 ）
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44．．補補助助金金等等のの内内訳訳並並びびにに交交付付者者、、当当期期のの増増減減額額及及びび残残高高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

補助金等
の名称

交　　付　　者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

補助金

　連合交付金
　(国庫補助金）

公益財団法人
東京しごと財団

0 1,882,000 1,882,000 0 －

　町補助金 奥多摩町 0 20,594,000 20,594,000 0 －

　町補助金 奥多摩町 0 1,446,798 0 1,446,798 指定正味財産

0 23,922,798 22,476,000 1,446,798 －

55．．退退職職給給付付関関係係

　　　  退職金規定に基づく退職一時金制度と中小企業退職金共済制度を併用している。

（２）退職給付債務に関する事項

782,774 円

782,774 円

　　　  退職給付費用に計上した額は、以下のとおりである。

420,201 円

120,000 円

267,300 円

807,501 円

　　　　退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しており、退職給付に係る期末自己都合要支給額

　　  指指定定正正味味財財産産かからら一一般般正正味味財財産産へへのの振振替替額額のの内内訳訳はは、、次次ののととおおりりででああるる。。
（単位：円）

経常収益への振替額
　　　退職給付費用計上による振替額 420,201

420,201

金　　　額

合　　　　　計

（単位：円）

（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項        

　　② 中小企業退職金共済掛金

　　①　退職給付債務

　　① 退職給付引当金繰入額

　　④ 退職給付費用

　　③ 企業年金基金

（１）採用している退職給付制度の概要

　　　から中小企業退職金共済給付額を除いた金額を退職給付引当金に計上している。

66．．指指定定正正味味財財産産かからら一一般般正正味味財財産産へへのの振振替替額額のの内内訳訳

　　②　退職給付引当金

（３）退職給付費用に関する事項

内　　　　　容

合　　　　　　　　計
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（単位：円）

目的使用 その他

貸倒引当金 20,991 15,252 0 20,991 15,252

退職給付引当金 2,229,572 0 0 1,446,798 782,774

　

2.　引当金の明細

　　基本財産及び特定資産の明細については財務諸表の注記に記載をしているため省略する。
　

附　属　明　細　書

1.　基本財産及び特定資産の明細

（注）貸倒引当金の減少額「その他」は、期末洗替処理によるものです。

当期減少額
科  目 期首残高 当期増加額 期末残高
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場 所 ・ 物 量 等 金　　額

(流動資産)

現　　金 現金手許有高 79,899

普通預金 りそな銀行東青梅支店 1,429,352

普通貯金（決済用） 西東京農協古里支店 11,476,369

通常貯金 株式会社ゆうちょ銀行 1,774,487

未 収 金 事業収入未収分等 7,673,462

前 払 金 次年度に係る前払い 契約印紙・社会保険料 124,100

2222,,555577,,666699

(固定資産)

特定資産 退職給付引当資産 定期貯金　　　 782,774

西東京農協古里支店

減価償却引当資産 定期貯金　　　 1,636,470

西東京農協古里支店

財政運営資金積立資産 普通貯金（決済用） 運転資金として管理している 5,000,000
西東京農協古里支店

〃 定期貯金　　　 運転資金として管理している 3,000,475
西東京農協古里支店

退職給付引当積立資産 定期貯金　　　 1,446,798

西東京農協古里支店

その他固定資産　　　　　　建　　物 倉庫 1

その他（4.9％）に使用している

車両運搬具 軽トラック 1

その他（4.9％）に使用している

什器備品 パソコン 1

その他（4.9％）に使用している

預 託 金 自動車リサイクル料１台 6,580

その他（4.9％）に使用している

1111,,887733,,110000

3344,,443300,,776699

未 払 金 会員・職員等に対するもの 13,099,541

預 り 金 職員に対するもの等 145,602

1133,,224455,,114433

退職給付引当金 職員に対するもの 782,774

778822,,777744

1144,,002277,,991177

2200,,440022,,885522

減価償却累計額見合の引当資産として管理

運転資金として

職員退職給付引当金見合の引当資産として

管理している

職員退職給付引当金見合の引当積立資産として

管理している

 流動資産合計

している

財 産 目 録
令和７年３月３１日現在

（単位：円）

貸 借 対 照 表 科 目 使　用　目　的　等

運転資金として

運転資金として

負債合計

 固定資産合計

資産合計

運転資金として

受託事業の受託料金等

公益目的保有財産であり、公益（95.1％）

 固定負債合計

３月分配分金・材料等

公益目的保有財産であり、公益（95.1％）

公益目的保有財産であり、公益（95.1％）

公益目的保有財産であり、公益（95.1％）

職員より預かっている所得税等

(流動負債)

正味財産

 流動負債合計

(固定負債) 職員退職金の支給に備えたもの
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監 査 報 告 書 
 

令和７年５月１２日 

公益社団法人 

奥多摩町シルバー人材センター 

会 長  福 田 惣 一  殿 

公益社団法人 

奥多摩町シルバー人材センター 

 

監 事               

 

監 事               

 

 私達は、公益社団法人奥多摩町シルバー人材センターの令和６年度における会計及

び業務の監査を行い、次のとおり報告します。 

 

１．監査の方法の概要 

各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備

に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度

に係る事業報告について検討いたしました。 

更に、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類

(貸借対照表及び正味財産増減計算書)及びその附属明細書並びに財産目録について検

討いたしました。 

 

２．監査の結果 

（１）事業報告等の監査報告 

  一 公益社団法人奥多摩町シルバー人材センターの令和６年度の事業報告は、法

令若しくは定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めます。 

二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大 

な事実は認められません。 

 

（２）計算書類及び附属明細書並びに財産目録の監査結果 

公益社団法人奥多摩町シルバー人材センターの令和６年度の計算書類及びその

附属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な点に

おいて適正に示しているものと認めます。 

以上 

- 29 -



 

第２号議案 

 

 定款の一部改正について 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の議案を次のとおり提出する。 

 

令和７年６月２０日 

 

 

 

公益社団法人 奥多摩町シルバー人材センター     

会 長    福 田  惣 一    

 

 

 

 

 

 

 

（理由） 

令和７年４月１日に施行された「公益社団法人及び公益財団法人の認定等

に関する法律」の制度改正に基づき、財務規律の柔軟化・明確化、行政手続

きの簡素化・合理化及び自律的ガバナンスの充実、透明性の向上など、社会

変化に柔軟・迅速に対応し、より効果的な公益活動が行われるよう規定を改

正するもの。 
 
改正内容は、（別添）新旧対照表のとおり 
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第
２
号
議
案
 
定
款
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（
別
添
） 

定
款
新
旧
対
照
表
 

（
傍
線
部
は
改
正
部
分
）
 

改
正
案
 

現
 
行
 

第
１
章
 
総
則
 

（
名
称
）
 

第
１
条
～
第
１
１
条
 
（
略
）
 

第
４
章
 
総
会
 

第
１
２
条
 
（
略
）
 

（
権
限
）
 

第
１
３
条
 
総
会
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
決
議
す
る
。
 

（
１
）
正
特
会
員
の
除
名
 

（
２
）
理
事
及
び
監
事
の
選
任
又
は
解
任
 

（
３
）
理
事
及
び
監
事
の
報
酬
等
の
額
 

（
４
）
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
（
活
動
計
算
書
）
の
承
認
 

（
５
）
定
款
の
変
更
 

（
６
）
解
散
及
び
残
余
財
産
の
処
分
 

（
７
）
そ
の
他
総
会
で
決
議
す
る
も
の
と
し
て
法
令
又
は
こ
の
定
款
で
定
め
ら
 

 
 
れ
た
事
項
 

（
開
催
）
 

第
１
４
条
～
第
１
７
条
 
（
略
）
 

（
決
議
）
 

第
１
８
条
 
総
会
の
決
議
は
、
総
正
特
会
員
の
議
決
権
の
過
半
数
を
有
す
る
正
特
会
員
が
 

出
席
し
、
出
席
し
た
当
該
正
特
会
員
の
議
決
権
の
過
半
数
を
も
っ
て
行
う
。
  

２
 
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
決
議
は
、
総
正
特
会
員
の
半
数
以
上
で
あ
っ
て
、
 

第
１
章
 
総
則

 
（
名
称
）

 
第
１
条
～
第
１
１
条
 
（
略
）

 
第
４
章
 
総
会

 
第
１
２
条
 
（
略
）

 
（
権
限
）

 
第
１
３
条
 
総
会
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
決
議
す
る
。

 
（
１
）
正
特
会
員
の
除
名

 
（
２
）
理
事
及
び
監
事
の
選
任
又
は
解
任

 
（
３
）
理
事
及
び
監
事
の
報
酬
等
の
額

 
（
４
）
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
（
正
味
財
産
増
減
計
算
書
）
の
承
認

 
（
５
）
定
款
の
変
更

 
（
６
）
解
散
及
び
残
余
財
産
の
処
分

 
（
７
）
そ
の
他
総
会
で
決
議
す
る
も
の
と
し
て
法
令
又
は
こ
の
定
款
で
定
め
ら

 
れ
た
事
項

 
（
開
催
）

 
第
１
４
条
～
第
１
７
条
 
（
略
）

 
（
決
議
）
 

第
１
８
条
 
総
会
の
決
議
は
、
総
正
特
会
員
の
議
決
権
の
過
半
数
を
有
す
る
正
特
会
員
が
 

出
席
し
、
出
席
し
た
当
該
正
特
会
員
の
議
決
権
の
過
半
数
を
も
っ
て
行
う
。
  

２
 
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
決
議
は
、
総
正
特
会
員
の
半
数
以
上
で
あ
っ
て
、
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総
正
特
会
員
の
議
決
権
の
３
分
の
２
以
上
に
当
た
る
多
数
を
も
っ
て
行
う
。
 

(１
) 
正
特
会
員
の
除
名
 

(２
) 
監
事
の
解
任
 

(３
) 
定
款
の
変
更
 

(４
) 
解
散
 

(５
) 
そ
の
他
法
令
で
定
め
ら
れ
た
事
項
 

３
 
理
事
又
は
監
事
を
選
任
す
る
議
案
を
決
議
す
る
に
際
し
て
は
、
各
候
補
者
ご
と
に
第
 

 
１
項
の
決
議
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
理
事
又
は
監
事
の
候
補
者
の
合
計
数
が
第
 

 
２
２
条
第
１
項
に
定
め
る
定
数
を
上
回
る
場
合
に
は
、
過
半
数
の
賛
成
を
得
た
候
補
者
 

 
の
中
か
ら
得
票
数
の
多
い
順
に
定
数
の
枠
に
達
す
る
ま
で
の
者
を
選
任
す
る
こ
と
と
す
 

る
。

 
（
書
面
に
よ
る
議
決
権
行
使
）
 

第
１
９
条
～
第
２
２
条
 
（
略
）
 

（
役
員
の
選
任
）
 

第
２
３
条
 
理
事
及
び
監
事
は
、
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
正
特
会
員
の
中
か
ら
選
任
す
る
。
 

た
だ
し
、
理
事
及
び
監
事
の
う
ち
各
１
名
以
上
は
正
特
会
員
以
外
の
者
か
ら
選
任
し
な
 

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

２
 
会
長
、
副
会
長
及
び
常
務
理
事
は
、
理
事
会
の
決
議
に
よ
っ
て
理
事
の
中
 

か
ら
選
定
す
る
。
 

（
理
事
の
職
務
及
び
権
限
）

 
第
２
４
条
～
第
７
章
理
事
会
第
３
２
条
 
（
略
）

 
（
招
集
）
 

第
３
３
条
 
理
事
会
は
、
会
長
が
招
集
す
る
。
 

２
 
会
長
が
欠
け
た
と
き
又
は
会
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
各
理
事
が
理
事
 

総
正
特
会
員
の
議
決
権
の
３
分
の
２
以
上
に
当
た
る
多
数
を
も
っ
て
行
う
。
 

(１
) 
正
特
会
員
の
除
名
 

(２
) 
監
事
の
解
任
 

(３
) 
定
款
の
変
更
 

(４
) 
解
散
 

(５
) 
そ
の
他
法
令
で
定
め
ら
れ
た
事
項
 

３
 
理
事
又
は
監
事
を
選
任
す
る
議
案
を
決
議
す
る
場
合
に
は
、
各
候
補
者
ご
と
に
第
１
 

項
の
決
議
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
理
事
又
は
監
事
の
候
補
者
の
合
計
数
が
第
２
 

２
条
第
１
項
に
定
め
る
定
数
を
上
回
る
場
合
に
は
、
過
半
数
の
賛
成
を
得
た
候
補
者
の
 

中
か
ら
得
票
数
の
多
い
順
に
定
数
の
枠
に
達
す
る
ま
で
の
者
を
選
任
す
る
こ
と
と
す
る
。
 

 （
書
面
に
よ
る
議
決
権
行
使
）
 

第
１
９
条
～
第
２
２
条
 
（
略
）
 

（
役
員
の
選
任
）
 

第
２
３
条
 
理
事
及
び
監
事
は
、
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
正
特
会
員
の
中
か
ら
選
任
す
る
。
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

２
 
会
長
、
副
会
長
及
び
常
務
理
事
は
、
理
事
会
の
決
議
に
よ
っ
て
理
事
の
中
 

か
ら
選
定
す
る
。
 

（
理
事
の
職
務
及
び
権
限
）

 
第
２
４
条
～
第
７
章
理
事
会
第
３
２
条
 
（
略
）

 
（
招
集
）
 

第
３
３
条
 
理
事
会
は
、
会
長
が
招
集
す
る
。
 

２
 
会
長
が
欠
け
た
と
き
又
は
会
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
各
理
事
が
理
事
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会
を
招
集
す
る
。
 

３
 
理
事
会
を
招
集
す
る
者
は
、
理
事
会
の
日
時
、
場
所
、
目
的
、
そ
の
他
必

 
要
な
事
項
を
記
載
し
た
書
面
又
は
電
磁
的
方
法
を
も
っ
て
、
理
事
会
の
日
の

 
１
週
間
前
ま
で
に
、
各
理
事
及
び
各
監
事
に
対
し
て
そ
の
通
知
を
発
し
な
け

 
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
４

 
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
理
事
及
び
監
事
の
全
員
の
同
意
が
あ
る
と
 

き
は
、
招
集
の
手
続
を
経
る
こ
と
な
く
理
事
会
を
開
催
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

（
議
長
）

 
第
３
４
条
～
第
３
６
条
 
（
略
）

 
第
８
章

 
資
産
及
び
会
計

 
（
資
産
の
管
理
）
 

第
３
７
条
 
セ
ン
タ
ー
の
資
産
は
、
会
長
が
管
理
し
、
そ
の
方
法
は
、
理
事
会

 
の
決
議
を
経
て
定
め
る
。

 
２

 
特
定
費
用
準
備
資
金
及
び
特
定
の
財
産
の
取
得
又
は
改
良
に
充
て
る
た
め

 
に
保
有
す
る
資
金
の
管
理
は
、
別
途
理
事
会
で
定
め
る
手
続
に
よ
る
。

 
３

 
公
益
充
実
資
金
の
管
理
は
、
別
途
理
事
会
で
定
め
る
手
続
に
よ
る
。
 

（
事
業
年
度
）

 
第
３
８
条
～
第
３
９
条
 
（
略
）

 
（
事
業
報
告
及
び
決
算
）

 
第
４
０
条
 
事
業
報
告
及
び
決
算
に
つ
い
て
は
、
毎
事
業
年
度
終
了
後
、
会
長

 
 
が
次
の
書
類
を
作
成
し
、
監
事
の
監
査
を
受
け
た
上
で
、
理
事
会
の
承
認
を

 
 
経
て
、
定
時
総
会
に
提
出
し
、
第
１
号
及
び
第
２
号
の
書
類
に
つ
い
て
は
そ

 
 
の
内
容
を
報
告
し
、
第
３
号
か
ら
第
６
号
ま
で
の
書
類
に
つ
い
て
は
承
認
を

 
 
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
（
１
）
事
業
報
告

 
（
２
）
事
業
報
告
の
附
属
明
細
書

 
（
３
）
貸
借
対
照
表

 
（
４
）
損
益
計
算
書
（
活
動
計
算
書
）

 

会
を
招
集
す
る
。
 

３
 
理
事
会
を
招
集
す
る
者
は
、
理
事
会
の
日
時
、
場
所
、
目
的
、
そ
の
他
必

 
 
要
な
事
項
を
記
載
し
た
書
面
 
 
 
 
 
 
 
を
も
っ
て
、
理
事
会
の
日
の

 
１
週
間
前
ま
で
に
、
各
理
事
及
び
各
監
事
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
 ４

 
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
理
事
及
び
監
事
の
全
員
の
同
意
が
あ
る
と
 

き
は
、
招
集
の
手
続
を
経
る
こ
と
な
く
理
事
会
を
開
催
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
 

（
議
長
）

 
第
３
４
条
～
第
３
６
条
 
（
略
）

 
第
８
章

 
資
産
及
び
会
計

 
（
資
産
の
管
理
）

 
第
３
７
条
 
セ
ン
タ
ー
の
資
産
は
、
会
長
が
管
理
し
、
そ
の
方
法
は
、
理
事
会

 
の
決
議
を
経
て
定
め
る
。

 
２

 
特
定
費
用
準
備
資
金
及
び
特
定
の
財
産
の
取
得
又
は
改
良
に
充
て
る
た
め

 
に
保
有
す
る
資
金
の
管
理
は
、
別
途
理
事
会
で
定
め
る
手
続
に
よ
る
。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（
事
業
年
度
）

 
第
３
８
条
～
第
３
９
条
 
（
略
）

 
（
事
業
報
告
及
び
決
算
）

 
第
４
０
条
 
事
業
報
告
及
び
決
算
に
つ
い
て
は
、
毎
事
業
年
度
終
了
後
、
会
長

 
が
次
の
書
類
を
作
成
し
、
監
事
の
監
査
を
受
け
た
上
で
、
理
事
会
の
承
認
を

 
経
て
、
定
時
総
会
に
提
出
し
、
第
１
号
及
び
第
２
号
の
書
類
に
つ
い
て
は
そ

 
の
内
容
を
報
告
し
、
第
３
号
か
ら
第
６
号
ま
で
の
書
類
に
つ
い
て
は
承
認
を

 
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
（
１
）
事
業
報
告

 
（
２
）
事
業
報
告
の
附
属
明
細
書

 
（
３
）
貸
借
対
照
表

 
（
４
）
損
益
計
算
書
（
正
味
財
産
増
減
計
算
書
）
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（
５
）
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
（
活
動
計
算
書
）
の
附
属
明
細
書

 
 （
６
）
財
産
目
録

 
２

 
（
略
）

 
     第
９
章

 
定
款
の
変
更
及
び
解
散

 
（
定
款
の
変
更
）

 
第
４
２
条
～
第
４
３
条

 
（
略
）

 
（
公
益
認
定
の
取
消
し
等
に
伴
う
贈
与
）

 
第
４
４
条
 
セ
ン
タ
ー
が
公
益
認
定
の
取
消
し
の
処
分
を
受
け
た
場
合
又
は
合

 
 
併
に
よ
り
法
人
が
消
滅
す
る
場
合
（
そ
の
権
利
義
務
を
承
継
す
る
法
人
が
公

 
 
益
法
人
で
あ
る
と
き
を
除
く
。
）
に
は
、
総
会
の
決
議
を
経
て
、
公
益
目
的

 
取
得
財
産
残
額
に
相
当
す
る
額
の
財
産
を
当
該
公
益
認
定
の
取
消
し
の
日
又

 
は
当
該
合
併
の
日
か
ら
１
箇
月
以
内
に
、
国
若
し
く
は
地
方
公
共
団
体
又
は

 
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
認

 
定
法
」
と
い
う
。
）
第
５
条
第
２
０
号
に
掲
げ
る
法
人
に
贈
与
す
る
も
の
と

 
す
る
。

 
（
残
余
財
産
の
帰
属
）

 
第
４
５
条
 
セ
ン
タ
ー
が
清
算
を
す
る
場
合
に
お
い
て
有
す
る
残
余
財
産
は
、

 
総
会
の
決
議
を
経
て
、
国
若
し
く
は
地
方
公
共
団
体
又
は
認
定
法
第
５
条
第

 
２
０
号
に
掲
げ
る
法
人
に
贈
与
す
る
も
の
と
す
る
。

 
第
１
０
章
 
公
告
の
方
法

 
（
公
告
の
方
法
）

 
第
４
６
条
 
（
略
）

 

（
５
）
貸
借
対
照
表
及
び
損
益
計
算
書
（
正
味
財
産
増
減
計
算
書
）
の
附
属
明

 
細
書

 
（
６
）
財
産
目
録

 
２

 
（
略
）

 
（
公
益
目
的
取
得
財
産
残
額
の
算
定
）

 
第
４
１
条
 
会
長
は
、
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関
す

 
る
法
律
施
行
規
則
第
４
８
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
毎
事
業
年
度
、
当
該
事
業

 
年
度
の
末
日
に
お
け
る
公
益
目
的
取
得
財
産
残
額
を
算
定
し
、
前
条
第
２
項

 
第
４
号
の
書
類
に
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。

 
第
９
章

 
定
款
の
変
更
及
び
解
散

 
（
定
款
の
変
更
）

 
第
４
２
条
～
第
４
３
条
 
（
略
）

 
（
公
益
認
定
の
取
消
し
等
に
伴
う
贈
与
）

 
第
４
４
条
 
セ
ン
タ
ー
が
公
益
認
定
の
取
消
し
の
処
分
を
受
け
た
場
合
又
は
合

 
 
併
に
よ
り
法
人
が
消
滅
す
る
場
合
（
そ
の
権
利
義
務
を
承
継
す
る
法
人
が
公

 
 
益
法
人
で
あ
る
と
き
を
除
く
。
）
に
は
、
総
会
の
決
議
を
経
て
、
公
益
目
的

 
取
得
財
産
残
額
に
相
当
す
る
額
の
財
産
を
当
該
公
益
認
定
の
取
消
し
の
日
又

 
は
当
該
合
併
の
日
か
ら
１
箇
月
以
内
に
、
国
若
し
く
は
地
方
公
共
団
体
又
は

 
公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
認

 
定
法
」
と
い
う
。
）
第
５
条
第
１
７
号
に
掲
げ
る
法
人
に
贈
与
す
る
も
の
と

 
す
る
。

 
（
残
余
財
産
の
帰
属
）

 
第
４
５
条
 
セ
ン
タ
ー
が
清
算
を
す
る
場
合
に
お
い
て
有
す
る
残
余
財
産
は
、

 
総
会
の
決
議
を
経
て
、
国
若
し
く
は
地
方
公
共
団
体
又
は
認
定
法
第
５
条
第

 
１
７
号
に
掲
げ
る
法
人
に
贈
与
す
る
も
の
と
す
る
。

 
第
１
０
章
 
公
告
の
方
法

 
（
公
告
の
方
法
）

 
第
４
６
条
 
（
略
）
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第
１
１
章
 
情
報
公
開
等

 
（
情
報
公
開
等
）

 
第
４
７
条
 
セ
ン
タ
ー
は
、
公
益
目
的
事
業
の
質
の
向
上
を
図
る
た
め
、
運
営

 
体
制
の
充
実
を
図
る
と
と
も
に
、
財
務
に
関
す
る
情
報
の
開
示
そ
の
他
の
運

 
営
に
お
け
る
透
明
性
の
向
上
を
図
る
も
の
と
す
る
。

 
第
１
２
章
 
事
務
局

 
（
事
務
局
）

 
第
４
８
条
 
セ
ン
タ
ー
に
は
事
務
局
を
置
く
も
の
と
し
、
事
務
局
の
組
織
及
び

 
運
営
に
関
し
て
必
要
な
事
項
は
理
事
会
で
定
め
る
も
の
と
す
る
。

 
第
１
３
章
 
雑
則

 
（
委
任
）

 
第
４
９
条
 
こ
の
定
款
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
セ
ン
タ
ー
の
運
営
に
必
要
な

 
事
項
は
、
理
事
会
の
決
議
を
経
て
会
長
が
別
に
定
め
る
。

 
附

 
則
 

（
施
行
期
日
）
こ
の
定
款
は
、
令
和
７
年
６
月
２
０
日
か
ら
施
行
す
る
。
 

           

      第
１
１
章
 
事
務
局

 
（
事
務
局
）

 
第
４
７
条
 
セ
ン
タ
ー
に
は
事
務
局
を
置
く
も
の
と
し
、
事
務
局
の
組
織
及
び

 
運
営
に
関
し
て
必
要
な
事
項
は
理
事
会
で
定
め
る
も
の
と
す
る
。

 
第
１
２
章
 
雑
則

 
（
委
任
）

 
第
４
８
条
 
こ
の
定
款
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
セ
ン
タ
ー
の
運
営
に
必
要
な

 
事
項
は
、
理
事
会
の
決
議
を
経
て
会
長
が
別
に
定
め
る
。
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第３号議案 

 

理事の選任について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の議案を次のとおり提出する。 

 

令和７年６月２０日 

 

 

 

公益社団法人 奥多摩町シルバー人材センター     

会 長    福 田  惣 一    

 

 

 

（理由） 

現理事の任期満了に伴い、定款第２３条第１項の規定に基づき、後任理事

（外部理事を含む）を選任したいため。 
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（敬称略）

候補者
番号

氏　　　　　名 重任・新任の別 備　　　　　考

1 加　藤　　和　行 重　　　任

2 田　中　　正　則 重　　　任

3 大　山　　正　弘 重　　　任

4 大　野　　和　江 重　　　任

5 小　峰　　とし子 重　　　任

6 天　野　　成　浩 重　　　任 事務局長

7 大　和　　正　幸 新　　　任

8 須　崎　　洋　司 新　　　任 外部理事

理理　　事事　　候候　　補補　　者者　　名名　　簿簿　　

       　 任期：令和７年６月２０日から
　　　       　 令和９年度定時総会終結時まで
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第４号議案 

 

監事の選任について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の議案を次のとおり提出する。 

 

令和７年６月２０日 

 

 

 

公益社団法人 奥多摩町シルバー人材センター     

会 長    福 田  惣 一    

 

 

 

（理由） 

現監事の任期満了に伴い、定款第２３条第１項の規定に基づき、後任監事

（外部監事を含む）を選任したいため。 
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（敬称略）

候補者
番号

氏　　　　　名 重任・新任の別 備　　　　　考

1 村　木　　英　雄 重　　　任

2 村　木　　文　男 新　　　任 外部監事

監監　　事事　　候候　　補補　　者者　　名名　　簿簿　　

       　 任期：令和７年６月２０日から
　　　       　 令和９年度定時総会終結時まで
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（敬称略）

役　職　名 氏　　　　名 備　　考

代　表　理　事 福　田　　惣　一 会　　長

〃 加　藤　　和　行 副 会 長

常　務　理　事 天　野　　成　浩 事務局長

理　　　　　事 榎　戸　　信　幸

〃 田　中　　正　則

〃 大　山　　正　弘

〃 原　島　　憲　夫

〃 大　野　　和　江

〃 小　峰　　とし子

監　　　　　事 大　和　　正　幸

〃 村　木　　英　雄

役　　員　　名　　簿　

（令和7年6月1日現在）
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令令和和７７年年度度定定時時総総会会被被表表彰彰者者名名簿簿  
（敬称略） 

  
○ 役役員員表表彰彰  
表表彰彰規規程程第第２２条条第第２２号号該該当当者者  
セセンンタターー役役員員にに継継続続ししてて５５年年以以上上在在任任しし、、退退任任ししたたもものの  
  

福福  田田    惣惣  一一  （（丹丹三三郎郎））  

榎榎  戸戸    信信  幸幸  （（大大丹丹波波））  

  
  
○ 会会員員表表彰彰    
表表彰彰規規程程第第２２条条第第３３号号該該当当者者  
セセンンタターーのの会会員員ととししてて、、セセンンタターー事事業業のの発発展展にに寄寄与与しし、、満満８８００歳歳にに達達ししたたもものの  
  

濱濱  地地    國國  夫夫  （（川川  井井））  

小小  山山    重重  治治  （（小小丹丹波波））  

志志  村村    賢賢  佐佐  （（小小河河内内））  

中中  村村    一一  雄雄  （（川川  井井））  

原原  田田    幸幸  男男  （（小小丹丹波波））  

  

○ 東東京京ししごごとと財財団団表表彰彰  
セセンンタターー役役員員ととししてて、、３３期期又又はは５５年年以以上上、、そそのの職職務務にに在在任任ししたたもものの  
  

  福福  田田    惣惣  一一  （（丹丹三三郎郎））  

  榎榎  戸戸    信信  幸幸  （（大大丹丹波波））  

- 41 -




